米国における決済制度の生成と展開 : 決済制度における公的機関の役割 by 西田, 顕生
氏名 西田顕生
学位の種煩博 上(商学)
学位記番号
学位授与年月日
学位授与の要件
学位論文名
~~)C~~~員
第3975号
平成13年3月23日
学位規則第4条第2項該当者
米国における決済制度の生成と展開
一決済制度における公的機関の役割一
:t:査教授青山和司 副主査教授西倉高明
言IJ主査助教授清出 匡
論文内容の要旨
本論文は、米同における決済制度の形成過程を分析するものである。米国の決済制度は、中央銀行であ
る連邦準備銀行(以下、連銀と略す)が小切手収立等を含めた広範な決済サービスを提供している点、で、
他の先進諸国と比べても特徴的な制度となっている。こうした制度はどのように形成されたのか。公益的
な事業分野における民営化の進展という世界的な動きの中で、公的な存在である連銀の決済サービスはど
のように変化していくのか。本論文では、これらの問いに照史的に答えることを目的に、米国決済制度に
おいて公的機関(連銀)が巣たしてきた役割について検討していく。
米国において、中央銀行である連銀が決済サービスを提供するようになったのは、民間銀行によって自
生的に形成された決済機構が効率性、安定性の面で問題があったこと、こうした問題に汁して民間では対
処できなかったことによる(第 l章)01914年に設すーされた連銀は、決済機構の効半化・安定化という
国民経済的な利益の実現を明確に意図していた訳で、はなかった。しかし、連銀が任恵加盟の組織であった
こと、それゆえ、加盟銀行に対して提供されるコルレス・サービスにも、連銀への力1閣を促進することが
求められたこと、等の制度的な枠組が、結果として、連銀が当時としては効率的・安定的な決済サービス
を促供するように作用した(第2章)。
以トの制度的な枠組みは、 1970年代には大きな問題に直面する。従来、連銀の決済サービスは連銀加盟
の特権とされ、加盟銀行に限定した「無償Jのサービスであった。しかし、連銀による「無償」サービス
の存在はACH等の新しい支払方法の常及を遅らせ、加盟銀行に限定というサービスの提供形態も、反ト
ラスト法の観点、からその存在が非難された。ただ、 1970年代の後半には、長引く高金利状態の中で、任，吉、
加盟である連銀から脱退する銀行が続出していた。従って、連銀としても上記の問題は承知しつつも、自
らの対応のみでこれを解決することはできなかった(第3章)。
1980年金融制度改革法は上記の問題を解決するために制定された。同法の下で、連銀の決消サービスは
加盟銀行に限定した「無償J提供から、あらゆる銀行に対する有償提供へと変化した。これにより、連銀
と都市部の大銀行を煩点とした民間決済組織との安定的な関係は崩れ、連銀と民間銀行が決済サービスを
巡って競合する状況が件，じた。大い決済の領域では、中央銀行資金を提供できる連銀の関与が、決済の安
定化と効率化を凶る上で不可欠であり(第4章)、民間との競合はさほど激しいものにならなかった。
しかし、民間が完全な代替サービスを提供できる小口決済の領域では、民間との競合は激しさを増した。
連銀は商品内容や価格体系の見直しを図ったが、連銀サービスの優位性を支えてきた諸条件が見直される
ことで、連銀サービスの市場シェアは低下していった。そして、そのことは、自らが決済サービスの提供
者となることで、米開決済制度の効率化・安定化に貢献するという連銀の能力に疑問を投げかけ、 1990年
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代半ばには、連銀サービスの撤廃を巡る議論が行われることになった(終車)。
連銀の市場シェアの低下は、効率・安定とは別の連銀サービスの存在意義を明らかにした。銀行間決済
における民の領域が広がるにつれ、民間によるサービス提供が凶難な地域に決済サービスを提供し、米同
の決済制度全体のー体性を保持するということが、連銀サービスの機能として、あらためて:重視されるよ
うになった。そして、こうした連銀サービスのライフ・ライン的な性格が重視され、連銀は引き続き、小
口決済を含めた決済サービスを提供し続けることになった。
論文審査の結果の要旨
本論文の特色は、'11央銀行という公的な機関の深い関与をI11心にすえ、米国の特異な決済機構の生成と
変化の過程を、明らかにしたところにある。
第l章と第2草は、先iiの研究にもとづき、米国における決済制度の生成の過程を位認している。米国
では19世紀末に、中心地の銀行がコストを負担する形で、隔地間取引での小切手利用が普及する。しかし、
経首環境の変化から、中心地の銀行が、このコストを顧客に転嫁しはじめると、小切手の隔地間流通に隙
々の問題が発生することになる。ここで、連邦準備銀行が登場し、小切手取立に介在しはじめる。最終的
には、中心地の銀行は、連邦準備銀行の無償の取立サービスを利用し、地方'の銀行はコルレス網を利用し
た取立を行うという制度ができあがる。これを論者は、 「決済制度の二層化」と特徴づけている。ここで
論者が注目するのは、連邦準備制度が「任意」加盟である点である。任意、加調であるため、民間銀行の加
盟を促さねばならず、そのための手段のーっとして、力1盟銀行に無償で小切手の取立サービスが提供され
たのである。
第3章では、 1-自己の米関の決済制度の構造が変化する過程が取り扱われる。第二次大戦後の小切手取り
扱いの合理化の試みや、連銀非加盟の貯蓄金融機関の決済業務への進出は、加盟銀行への無償での提供と
いう、連銀の決済サービスの特徴に変化をせまることになる。 1980年の金融制度改革法も、論者は、この
ような文脈から位置づける。従来のように、連邦市=備への加盟が任意であり。そして、非加開銀行には、
連邦準備への支払準備の預入が強いられないもとでは、連邦準備銀行は、加盟銀行を増やすために、無償
の決済サービス等の形で、制度への加盟の誘肉を与えねばならなかった。本法により、支払準備が強制さ
れるようになれば、無償のサービスを提供する必要は減じるのである。この改革により、連邦準備銀行は、
民間銀行とならんで、有償で決済サービスを販先するという立場に移行することになる。 r公と民Jは、
決済サービスの市場で、競争相手として競合することになるのである。これを論者は、 「並列型の決済制
度」と呼んでいる。つまり、 80年法により、米同の小切手取立の仕組みは、従米のような「二j弱化した制
度」から「並列化」したと、論者は特徴つけている。 1980午の金融制度改航法は、佐々、1.1本でも紹介さ
れてきた。しかし、法律の内容の紹介が主であり、この法律の怠義を、米国の決済制度の変遷の中の大き
な転機として特徴づけたことは、本論文の独自件として評価される。
第4章で、論者は、国債の現物引渡の制度から賑替決清制度への移行と、ここでの連銀の役割等に触れ
た後、終章で再度、決済制度における公的機関の役割について、まとめている。 80年代後半には、決済サ
ービスにおける連銀のシェアは、再び低卜し、連銀サービスの存廃も議論となる。しかし、小口決済サー
ビスからの連銀の撤退は、地域的な決済サービスの空白を生むおそれもあり、今後も連銀の関与は存続す
るものと結論している。
決済制度の生成、展開を課題とするにもかかわらず、大口資金決済への己主及が限定的であるなど、課題
とすべき点は残っている。しかし、任意加盟という連邦準備制度にとっての制約から、小切手取立への直
接参加という連銀の特異性を明らかにした点、金融制度改革法を、決済制度との関わりで重要な転機とし
て位置づけ、 『二層化した制度」から「並列化Jへの移行として特徴づけた点、これらの点で、本論文の
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独自性を高く評価することができる。 また、フロートの重要性や、国債振位決済における連銀の日中貸越
の重要性の指摘等、個別の論点においても、独自の指摘を行っており、決済制度の研究一般への貢献とし
て評価される。よって、 審全委員会は、本論文が博士 (商学)の学位に値するものと判断する。
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